
１　現状

 (1) 職種ごとの平均年齢、人数、平均給料月額等及び民間従業員の状況

　　　（平成１９年４月１日現在）

区　　分

伊勢崎市 歳 人 円 円 円

うち清掃職員 歳 人 円 円 円

うち学校給食員 歳 人 円 円 円

うち用務員 歳 人 円 円 円

うちその他 歳 人 円 円 円

区　　分

伊勢崎市

うち清掃職員 歳 円

うち学校給食員 歳 円

うち用務員 歳 円

うちその他

※「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて 　　　　 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成16年～18年の3ヶ年平均）

※民間データのうち、調理師のデータについては群馬県、廃棄物処理業従業員、用務員のデータについては全国計

  のデータを使用している。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して

  いるわけではない。

(２) 年齢別職員数

伊勢崎市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

うちその他

(３) その他給与に関する事項

ア　給料表　

行政職給料表（一）適用　

イ　技能労務職員に係る特殊勤務手当

技能労務職員に特定した特殊勤務手当はなし

ウ　昇給基準

毎年１月１日に人事考課結果を踏まえて昇給を実施している。

なお、行政職給料表（一）を適用しているため、５５歳を超える職員を抑制の対象としており、５５歳を超える　

職員については、人事考課結果により、２号給もしくは１号給としている。

　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において　明らかにされているものである。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

　が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。
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２　基本的な考え方

３　具体的な取組み内容

４　その他

　退職者不補充のため、民間委託等を進めています。これまでも給食米飯業務委託、給
食配送業務委託、教育施設管理業務の民間委託を進めてきましたが、今後も民間委託、
指定管理者制度の導入を進めていきます。また、保育所については、民営化を図ってい
きます。

　厳しい財政状況下において、分権型社会システムへの転換をはかるためには、人口減
少や少子高齢社会の到来、住民ニーズの複雑多様化・高度化など社会情勢の変化に適切
に対応し、効率的な行財政システムをめざして、一層の行財政改革を推進することが求
められています。
　また、近年、これまで行政が担ってきた公共サービスを、民間でできる範囲が拡大し
ています。市民ニーズが質・量ともに拡大・多様化している中で、それら全てを行政が
提供することは困難であり、効率性やサービスの向上等の観点から、民間部門の活用が
求められてきています。
　財政状況においては、以前のような右肩上がりの経済成長が見込めないことから、効
率的な行政運営を実現するため、そして産業や雇用の創出・拡大による経済の活性化に
つながることを期待し、民間委託を推進していく必要があります。

　合併時に高齢者の昇給停止の導入、退職時の特別昇給の廃止、退職手当支給率の適正
化、職務に応じた級別職務分類の適正化、初任給調整手当の廃止、特殊勤務手当の金
額、支給方法及び運用の適正化など、給与制度の全般にわたり見直しを行いました。
　また、平成18年度から給与構造見直しの実施により、給与水準を平均４．８％引き下
げを行ないました。


